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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期
第２四半期
累計期間

第48期
第２四半期
累計期間

第47期
第２四半期
会計期間

第48期
第２四半期
会計期間

第47期

会計期間

自平成22年
３月１日
至平成22年
８月31日

自平成23年
３月１日
至平成23年
８月31日

自平成22年
６月１日
至平成22年
８月31日

自平成23年
６月１日
至平成23年
８月31日

自平成22年
３月１日
至平成23年
２月28日

売上高（百万円） 1,615 2,125 855 1,004 3,744

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△103 22 △24 △7 △77

四半期（当期）純損失（△）

（百万円）
△226 △32 △158 △61 △158

持分法を適用した場合の投資利益

（百万円）
－ － － － －

資本金（百万円） － － 647 647 647

発行済株式総数（千株） － － 4,691 4,691 4,691

純資産額（百万円） － － 4,687 4,696 4,731

総資産額（百万円） － － 5,852 6,111 6,139

１株当たり純資産額（円） － － 1,005.781,007.891,015.44

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△48.70 △6.92 △34.00 △13.17 △34.03

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 7.00

自己資本比率（％） － － 80.1 76.9 77.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
113 90 － － 95

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△198 △20 － － △14

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△71 △34 － － △73

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 378 379 344

従業員数（人） － － 144 135 137

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当社には関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

EDINET提出書類

日本電線工業株式会社(E01348)

四半期報告書

 2/23



２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成23年８月31日現在

従業員数（人）     135

　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

品目
当第２四半期会計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日）

前年同四半期比（％）

防災用電線（千円） 184,083 112.0

通信用ケーブル（千円） 193,720 113.6

計装・制御用ケーブル（千円） 524,265 120.7

その他（千円） 69,930 90.3

合計（千円） 971,999 114.8

（注）１．金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

　　　２．当社は、電線の製造及び販売をする事業の単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

(2）受注状況

　当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

品目
当第２四半期会計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日）

前年同四半期比（％）

防災用電線（千円） 211,409 118.2

通信用ケーブル（千円） 200,615 117.4

計装・制御用ケーブル（千円） 529,414 125.7

その他（千円） 63,182 74.7

合計（千円） 1,004,621 117.4

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

　　　２．当社は、電線の製造及び販売をする事業の単一セグメントであるため、品目別に記載しております。　

　　　３．前第２四半期会計期間及び当第２四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割

　　　　　合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

泉州電業株式会社 298,093 34.8 337,296 33.6

株式会社フジクラ 104,613 12.2 144,398 14.4

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)　業績の概況

　当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、新興国需要の拡大等により一部で景気回復が見られたものの、原

発事故による電力不足や放射能汚染問題、米国や欧州の信用力低下に伴う円高の進行により先行き不透明な状況

で推移いたしました。

　当社におきましては、震災の復興需要も一時治まりを見せ、受注も減少傾向になったものの、前年同期と比して

銅価が高値で推移したこと等により売上高は前年同期を上回りました。

　利益についてはコスト削減、生産性の向上を継続的に取組んでまいりましたが、黒字を確保するまでには至りま

せんでした

　当第２四半期会計期間の売上高は1,004,621千円（前年同期比17.4％増）、営業損失11,441千円（前年同期は営

業損失45,398千円）、経常損失7,937千円（前年同期は経常損失24,563千円）となりました。さらに投資有価証券

評価損52,144千円の計上により、四半期純損失61,365千円（前年同期は四半期純損失158,464千円）となりまし

た。

　

(2)　財政状態の分析

　当第２四半期会計期間末の総資産残高は6,111,375千円となり、前事業年度末残高6,139,595千円に対し、28,220

千円減少いたしました。この主な要因は、現金及び預金34,606千円及び原材料及び貯蔵品35,052千円等の増加要

因に対し、受取手形及び売掛金50,013千円及び有形固定資産40,639千円等の減少要因が相殺されたことによるも

のであります。

　当第２四半期会計期間末の負債残高は1,414,716千円となり、前事業年度末残高1,407,665千円に対し、7,050千

円増加いたしました。この主な要因は、未払金7,342千円及び退職給付引当金7,087千円等の増加要因に対し、支払

手形及び買掛金10,234千円等の減少要因が相殺されたことによるものであります。

　当第２四半期会計期間末の純資産残高は4,696,659千円となり、前事業年度末残高4,731,930千円に対し、35,270

千円減少いたしました。この主な要因は、その他有価証券評価差額金29,608千円の増加要因に対し、剰余金の配当

額32,619千円及び四半期純損失32,244千円の減少要因が相殺されたことによるものであります。

(3)　キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、379,022千円となり、前事業

年度末と比して34,636千円の増加となりました。

　

　当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、得られた資金は67,003千円（前年同期は149,814千円の収入）となりました。これは主に減

価償却費38,106千円、投資有価証券評価損52,144千円、売上債権の減少額116,249千円及びたな卸資産の減少額

108,134千円等の増加要因に対し、税引前四半期純損失60,082千円及び仕入債務の減少額179,536千円等の減少

要因が相殺されたものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、支出した資金は6,025千円（前年同期は514千円の支出）となりました。これは主に有形固定

資産の取得による支出8,231千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、支出した資金は4,931千円（前年同期は9,207千円の支出）となりました。これは主に配当金

の支払額4,032千円によるものであります。

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5)　研究開発活動

　当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は、5,014千円であります。

　当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期会計期間に、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年10月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,691,555 4,691,555
㈱大阪証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 4,691,555 4,691,555 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

   

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年６月１日～

平成23年８月31日
－ 4,691,555 － 647,785 － 637,785
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（６）【大株主の状況】

 平成23年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

植村　博 大阪市都島区 549 11.70

植村　剛嗣 兵庫県西宮市 233 4.96

株式会社フジクラ 東京都江東区木場１丁目５番１号 179 3.81

青木　さち子 大阪府交野市 173 3.70

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 168 3.59

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 167 3.55

昭和電線ケーブルシステム株式会

社　
東京都港区虎ノ門１丁目１番18号 161 3.43

泉州電業株式会社 大阪市北区兎我野町２番４号　 97 2.08

八木　久左エ門 東京都杉並区　 85 1.81

因幡電機産業株式会社 大阪市西区立売掘４丁目11番14号 84 1.80

計 － 1,899 40.48

　（注）　上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、167千株であり

ます。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       31,600 － －

完全議決権株式（その他）
普通株式    4,655,000

　
46,550 －

単元未満株式 普通株式        4,955 － －

発行済株式総数 4,691,555 － －

総株主の議決権 － 46,550 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が42株含まれております。

②【自己株式等】

 平成23年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本電線工業株式会社
大阪府大東市御領１丁目

10番１号
31,600 － 31,600 0.67

計 － 31,600 － 31,600 0.67

　（注）　株主名簿上の自己株式数は、期末日現在の実保有株式数と一致しております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円） 325 308 290 278 283 258

最低（円） 185 255 248 238 247 204

　（注）　株式会社大阪証券取引所市場第二部における、最高・最低株価であります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（1）退任役員

役　　名　　 職　　名 氏　　名 退任年月日
取締役 営業本部東京営業所所長 津　田　照　夫 平成23年５月31日

　

（2）役職の異動　

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 営業本部副本部長 常務取締役
製造技術本部長
兼大阪工場長

加　藤　義　孝 平成23年６月１日

常務取締役 製造技術本部長 常務取締役
製造技術本部
副本部長

掘　井　尚　登 平成23年６月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成22

年３月１日から平成22年８月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

23年６月１日から平成23年８月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年８月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22

年８月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成23年６月１日から平成23年８月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

23年３月１日から平成23年８月31日まで）に係る四半期財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

　　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成23年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 286,612 252,005

受取手形及び売掛金 1,253,661 1,303,675

有価証券 92,409 92,379

商品及び製品 187,116 177,010

仕掛品 81,901 71,358

原材料及び貯蔵品 145,123 110,070

その他 14,616 10,761

貸倒引当金 △4,037 △4,199

流動資産合計 2,057,404 2,013,062

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,112,402 1,140,308

構築物（純額） 52,034 56,720

機械及び装置（純額） 216,850 228,279

車両運搬具（純額） 4,663 5,738

工具、器具及び備品（純額） 22,264 23,775

土地 2,421,030 2,421,030

建設仮勘定 5,966 －

有形固定資産合計 ※1
 3,835,212

※1
 3,875,851

無形固定資産 18,427 26,926

投資その他の資産

その他 200,339 223,757

貸倒引当金 △8 △2

投資その他の資産合計 200,331 223,754

固定資産合計 4,053,971 4,126,533

資産合計 6,111,375 6,139,595

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 711,379 721,614

短期借入金 300,000 300,000

未払金 58,168 50,825

未払法人税等 5,050 7,371

賞与引当金 11,113 8,776

その他 30,806 26,932

流動負債合計 1,116,518 1,115,519

固定負債

退職給付引当金 107,419 100,331

役員退職慰労引当金 189,116 189,116

その他 1,661 2,697

固定負債合計 298,197 292,146

負債合計 1,414,716 1,407,665
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成23年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 647,785 647,785

資本剰余金 637,785 637,785

利益剰余金 3,413,898 3,478,762

自己株式 △15,143 △15,128

株主資本合計 4,684,325 4,749,204

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 12,334 △17,274

評価・換算差額等合計 12,334 △17,274

純資産合計 4,696,659 4,731,930

負債純資産合計 6,111,375 6,139,595
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年８月31日)

売上高 1,615,660 2,125,918

売上原価 1,419,927 1,749,771

売上総利益 195,732 376,147

販売費及び一般管理費 ※
 328,149

※
 361,139

営業利益又は営業損失（△） △132,417 15,007

営業外収益

受取賃貸料 － 2,228

保険解約返戻金 3,754 －

助成金収入 16,394 3,354

違約金収入 5,480 －

その他 5,163 5,599

営業外収益合計 30,792 11,182

営業外費用

支払利息 1,765 1,584

賃貸収入原価 － 1,927

その他 0 211

営業外費用合計 1,766 3,723

経常利益又は経常損失（△） △103,391 22,467

特別利益

固定資産売却益 2,281 －

特別利益合計 2,281 －

特別損失

投資有価証券評価損 66,424 52,144

特別損失合計 66,424 52,144

税引前四半期純損失（△） △167,534 △29,677

法人税、住民税及び事業税 2,567 2,567

法人税等調整額 56,857 －

法人税等合計 59,424 2,567

四半期純損失（△） △226,958 △32,244
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年８月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年６月１日
　至　平成23年８月31日)

売上高 855,630 1,004,621

売上原価 739,588 836,925

売上総利益 116,042 167,696

販売費及び一般管理費 ※
 161,441

※
 179,137

営業損失（△） △45,398 △11,441

営業外収益

受取賃貸料 － 1,154

助成金収入 11,786 －

違約金収入 5,480 －

その他 4,433 4,277

営業外収益合計 21,699 5,431

営業外費用

支払利息 864 787

賃貸収入原価 － 963

その他 0 176

営業外費用合計 865 1,927

経常損失（△） △24,563 △7,937

特別利益

固定資産売却益 2,281 －

特別利益合計 2,281 －

特別損失

投資有価証券評価損 66,424 52,144

特別損失合計 66,424 52,144

税引前四半期純損失（△） △88,707 △60,082

法人税、住民税及び事業税 1,283 1,283

法人税等調整額 68,473 －

法人税等合計 69,756 1,283

四半期純損失（△） △158,464 △61,365
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △167,534 △29,677

減価償却費 87,058 76,145

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,449 △156

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,040 2,337

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,483 7,087

受取利息及び受取配当金 △1,810 △1,999

支払利息 1,765 1,584

為替差損益（△は益） － 210

有形固定資産売却損益（△は益） △2,281 －

投資有価証券評価損益（△は益） 66,424 52,144

売上債権の増減額（△は増加） 452,046 50,013

たな卸資産の増減額（△は増加） 31,371 △55,701

仕入債務の増減額（△は減少） △312,506 △10,234

未払消費税等の増減額（△は減少） △13,679 800

その他の流動資産の増減額（△は増加） 637 △4,085

その他の流動負債の増減額（△は減少） △35,424 5,698

その他 16,825 △344

小計 116,918 93,823

利息及び配当金の受取額 1,810 1,999

利息の支払額 △1,725 △1,564

法人税等の支払額 △3,765 △3,702

営業活動によるキャッシュ・フロー 113,237 90,556

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,646 △22,180

有形固定資産の売却による収入 2,281 －

保険積立金の積立による支出 △249 △249

保険積立金の解約による収入 1,806 1,666

貸付けによる支出 △50 △2,200

貸付金の回収による収入 660 480

その他 － 1,529

投資活動によるキャッシュ・フロー △198 △20,953

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △12 △14

配当金の支払額 △69,279 △32,971

その他 △1,768 △1,768

財務活動によるキャッシュ・フロー △71,060 △34,754

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △210

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 41,978 34,636

現金及び現金同等物の期首残高 336,291 344,385

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 378,270

※
 379,022
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年８月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基

準第18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年８月31日）

（四半期損益計算書）

前第２四半期累計期間において、区分掲記していた営業外収益の「保険解約返戻金」は、金額に重要性がなくなった

ため、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。

なお、当第２四半期累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険解約返戻金」の金額は1,062千円でありま

す。

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年８月31日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第２四半期会計期間末における棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性

の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行

う方法によっております。

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

　定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前事業年度以降に経営環境等か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度

において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法

によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年８月31日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成23年８月31日）

前事業年度末
（平成23年２月28日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,333,669千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,269,282千円で

あります。

２　受取手形裏書譲渡高 210,224　千円 ２　受取手形裏書譲渡高 185,402　千円

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年８月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運　　賃 52,058千円

給与手当 90,208千円

賞与引当金繰入額 4,886千円

退職給付費用 9,415千円

運　　賃 64,304千円

給与手当 95,859千円

賞与引当金繰入額 3,927千円

退職給付費用 9,362千円

前第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運　　賃 26,138千円

給与手当 44,168千円

賞与引当金繰入額 △3,660千円

退職給付費用 3,612千円

運　　賃 29,857千円

給与手当 47,394千円

賞与引当金繰入額 △635千円

退職給付費用 3,927千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年８月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年８月31日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年８月31日現在）

現金及び預金勘定 285,918千円

有価証券 92,351千円

現金及び現金同等物 378,270千円

現金及び預金勘定 286,612千円

有価証券 92,409千円

現金及び現金同等物 379,022千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成23年８月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年

８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　4,691,555株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式   　　　　　　31,642株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1)　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月26日

定時株主総会
普通株式 32,619 7 平成23年２月28日平成23年５月27日利益剰余金

(2)　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後とな

るもの

　該当事項はありません。

（金融商品関係）

当第２四半期会計期間末（平成23年８月31日）

　前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

　

（有価証券関係）

　当第２四半期会計期間末（平成23年８月31日）

　前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（追加情報）

　第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。

　

当第２四半期累計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31日）及び当第２四半期会計期間（自　平成

23年６月１日　至　平成23年８月31日）

　当社は、電線の製造及び販売をする事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成23年８月31日）

前事業年度末
（平成23年２月28日）

１株当たり純資産額 1,007.89円 １株当たり純資産額 1,015.44円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △48.70円 １株当たり四半期純損失金額(△) △6.92円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失(△)（千円） △226,958 △32,244

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △226,958 △32,244

期中平均株式数（株） 4,660,132 4,659,969

前第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △34.00円 １株当たり四半期純損失金額(△) △13.17円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（千円） △158,464 △61,365

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △158,464 △61,365

期中平均株式数（株） 4,660,116 4,659,962

（重要な後発事象）

　当第２四半期会計期間（自 平成23年６月１日 至 平成23年８月31日）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年10月15日

日本電線工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊與政　元治　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員　
 公認会計士 山本　　雅春　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電線工業株式会

社の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの第47期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22

年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電線工業株式会社の平成22年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年10月14日

日本電線工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊與政　元治　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員　
 公認会計士 山本　　雅春　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電線工業株式会

社の平成23年３月１日から平成24年２月29日までの第48期事業年度の第２四半期会計期間（平成23年６月１日から平成23

年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年８月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電線工業株式会社の平成23年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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